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プロジェクト登録申請書兼Jブル ー クレジット認証申請書

2024年11月13日

ジャパンブル ー エコノミ ー技術研究組合御中

（代表申請者）志津川湾ブルー カ ー ボン協議会

住所：宮城県本吉郡南三陸町志津川大森町202番地3宮城県漁業協同組合志津川秀屈>‘

氏名：会長行場 t§露
Jブルークレジット制度実施要領の規程に基づき、次のとおりプロジェクト登録兼クレジットの認

証を申請します。

プロジェクト番号 新規申請

プロジェクト名称 志津川湾ネイチャ ー ポジティブな養殖とまなびの場創出プロジェクト
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プロジェクト区分
（複数選択可）

人工基盤
吸収源の新たな創出

プロジェクト情報

宮城県北部に位置する南三陸町は、東日本大震災による津波で壊滅的な打
撃を被ったが、震災後の各方面からの支援と住民の必死の努力により、自
然との共存を目指した新たなまちづくりを進めている。
カキ・ワカメ・ホタテ・ホヤ・ギンザケといった養殖業も復旧が進み、特
にカキ養殖では、施設台数をそれまでの1／3まで減らし、1年もの主体の
養殖へと改革を成し遂げた戸倉地区の事例は全国的に有名となった。本取
り組みは、環境や地域社会に配慮した養殖業者に与えられる国際認証「AS
C認証」の日本で初めての取得（2016年3月）にもつながった。
一方で町の人口減少は進み、水産業の担い手不足が懸念されるとともに、
海洋の温暖化による生態系の変化や海洋酸性化といった新たな不安材料も
加わり、漁業の継続を危ぶむ声があがっている。CO2排出による海洋温暖
化・酸性化は、町の経済を支えてきた主力魚種のシロザケの不漁をうみ、
町内飲食店の名物であったイクラ丼の提供が中止されるなど、すでに地域
の経済にも大きな影響が出ている。
日本の食糧供給基地の一つとしての役割を果たしながら、地域としてもカ
ーボンニュートラル実現に向け、積極的に取り組んでいく必要に迫られて
いる。

南三陸町では、町立自然環境活用センター(南三陸ネイチャーセンター)を
中心に、震災前から志津川湾の調査や教育活動に取り組んでおり、その地
道な活動は、海藻藻場としては日本初のラムサール条約湿地登録（2018年
10月）につながるなど、大きな成果を上げている。
令和4年（2022年）3月には、住民らによる検討会での議論をもとに「志津
川湾保全・活用計画」が策定され（南三陸町HPにて公開）、「森里海ひと 
いのちめぐるまち」という将来像の実現に向けた多くの目標と具体的な取
り組みが示された。その中では、湾のなりわいと環境保全、温暖化対策に
ついても言及され、ブルーカーボンによるCO2吸収と排出量抑制を目指す
ことが明記されている。

これらを踏まえ、南三陸ネイチャーセンターとサスティナビリティセンタ
ーは、宮城県漁協志津川支所と連携し、2022年3月より東北大学の協力も
得ながら、まずはじめにカキ養殖場の持つCO２吸収能と生物多様性の保全
についての具体的な役割の評価に着手した。その後、地元小中学生が調査
作業に参加するなど、地域内での展開も図りつつ調査を進めている。

カキやホヤ、ワカメ等の養殖施設には、まとまった量の海藻類がロープ等
の着生基盤に生育する事が知られており、その一部は深海底への移送など
により、ブルーカーボンとしての一定の役割を果たしていることが期待さ
れる。また、これらの養殖施設は、海面に新たな付着基盤を提供すること
で、あたかも水中に出現した高層マンションのように、多くの動植物の棲
みかとして機能している。近年発達した環境DNA技術は、これまで調査が
困難であった、多地点高頻度の生物観測を可能とすることから、こうした
技術も取り入れながら、養殖施設によるCO２吸収能と生物多様性の保全機
能を明らかにする事を目標に活動を進めてきた。

令和6年（2024年）3月、上記の活動をより効果的・持続的に推進するため
、また、より広い活動展開を見据え、漁業関係者、一般企業、一般社団法
人・NPO 法人、および行政関係者等によって構成される協議会「志津川湾
ブルーカーボン協議会」が設立された。構成団体は以下の通り。
(1) 宮城県漁協志津川支所
(2) 鹿島建設株式会社
(3) MS&AD;インシュアランスグループホールディングス株式会社
(4) 一般社団法人 サスティナビリティセンター
(5)南三陸町

クレジット取得理由

上記の調査活動はこれまで町や各団体の資金をベースにして取り組んでき
たが、今後の継続性を考慮した上では十分ではない。また、カキ養殖施設
以外の養殖現場や、アマモ場、干潟といった海面から陸域へと繋がる環境
全体へと活動を展開し、ステークホルダーを巻き込んだ幅広い展開を図る
上で、持続的な資金確保が必要である。

クレジット取得後の計画や見通し
当該クレジットの取得により、さまざまな主体が取り組む活動から、志津
川湾での養殖業の新たな機能と価値を打ち出し、生産物の付加価値向上や
養殖
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クレジット取 得 後の 計 画 や 見通 し

業 活 性 化 に つ な げ て い く 。 ま た、 クレジットを 譲 渡 し て 得 た資 金 は、 ワ カ
メ や ホ ヤ 養 殖 な ど も 含 め た湾 全 体 の 養 殖 業 の CO２ 吸収能 お よび 生 物 多 様性
の 評 価 と 、 津 波で消 失 し ま だ 回 復 が見ら れ な い ア マモ 場 造 成 や 干 潟 の 保 全
活 動 に 活 用 し て い く 。 クレジット購 入者 も 含 め た産 官 学 民 の 協 働 に より 、
こ れ ら の 活 動 を 推し 進 め 、 な り わ い と 生 物 多 様性 保 全 を 両 立 さ せ たワ イ ズ
ユ ース 実 践 例 と し て 、 あ るい はカ ーボ ン ニ ュ ートラ ルの ため の 活 動 を 体 験
でき る場 と し て 、 ネ イ チ ャ ーセ ン タ ーな ど を 拠 点に ま な び の 場 を 充 実 さ せ
、 地 域 の 子 ど も 達や 南 三 陸 を 訪 れ る方 々 へ の ま な び の プログ ラ ム を 提 供 す
ると 共 に 、 より 多 く の 地 域 へ と こ れ ら の 取 り 組 み が広がるこ と を 目 指 し て
い く 。

目 標
2024年 度 以 降
カ キ 養 殖 場 の ブルーカ ーボ ン 認 証 の 継 続
ア マモ 場 ・ 干 潟 保 全 の ブルーカ ーボ ン 認 証
ワ カ メ 養 殖 場 の ブルーカ ーボ ン 認 証
ま な び の プログ ラ ム の 開 発・ 提 供 開 始

申請対 象 期間 に 実 施 し た活 動 の 概 要

志 津 川 湾 内 の カ キ 養 殖 は垂 下 式で行 わ れ て お り 、 水 面 下 に 水 平 に 延 び たロ
ープ（幹 ロープ）に 、 カ キ を 吊 るし たロープ（カ キ 垂 下 ロープ）を 垂 下 す
る方 式であ る。 １ 台 の 筏 に は長 さ 100mの 幹 ロープ２ 本 が水 面 直 下 に 水 面 と
平 行 に 延 び て お り 、 こ の ロープに 海 藻 類 が多 く 生 育 し て い る。 海 藻 重 量 の
推定 に は、 海 藻 の 付着 し た幹 ロープ上 の 1m幅 、 6カ 所 か ら 海 藻 を 潜 水 に よ
り 採 集 し 、 湿 重 量 を 計 測し た。 計 測に は、 南 三 陸 町 内 の 小 中 学 生 か ら な る
子 ど も エ コ クラ ブ「 南 三 陸 少 年 少 女 自 然 調 査 隊 」 の 子 ど も たち も 参 加 し 、
計 測と 合 わ せ て 行 ったレクチ ャ ーでは、 藻 場 の 多 様性 と ブルーカ ーボ ン 生
態 系 と し て の 藻 場 の 機能 に つ い て 理 解 を 深 め た。 計 測の 結 果 、 今 回 対 象 と
す るエ リ ア に 設 置さ れ て い る合 計 517台 の カ キ 養 殖 筏 に は、 322.07トン の
海 藻 が生 育 し て い るこ と がわ か った。
ま た、 カ キ 養 殖 筏 の 幹 ロープ上 の 海 藻 に 生 息 す る動 物 相 を 調 査 し たと こ ろ
、 巻 貝 や 二 枚 貝 、 ゴ カ イ 類 や ヨ コ エ ビ 類 な ど 、 55種 以 上 の 無 脊 椎 動 物 が生
息 し て お り 、 多 種 多 様な 葉 上 動 物 の 棲み 場 と な って い るこ と がわ か った。
さ ら に 、 地 元 漁 業 者 や 東北大 学 と 連 携 し な がら 、 カ キ 養 殖 筏 内 に お い て 海
水 を 採 水 し 、 環 境 DNAの 分 析 か ら 魚 類 相 を 明 ら か に す る取 り 組 み を 継 続 し
て い る。 こ れ ま で、 2022年 12月 お よび 2023年 3月 に 採 水 調 査 を 実 施 し て お
り 、 そ の 後も 3ヶ 月 ご と に 定 期的な 調 査 を 継 続 中 であ る。 こ れ ま での 結 果
か ら は、 沖 合 の カ キ 養 殖 施 設 周 辺 に お い て 、 フ サ カ ジカ や ス ナ ビ クニ ン な
ど 、 沿 岸 の 藻 場 に 生 息 す る魚 種 が複 数 確 認 さ れ て い る。 さ ら に 、 今 後得 ら
れ た結 果 と 合 わ せ 、 カ キ 養 殖 筏 に 生 育 す る海 藻 群 と 生 物 多 様性 の 関係性 の
評 価 を め ざ し て い る。

プロジェクト実 施 開 始 日 2011年 10月
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項目1

①対象生態系面積の
算定方法

【生態系】海藻
【藻場】ワカメ場
【構成種】ワカメ

②クレジット認証対象期間 2022年04月01日～2023年03月31日

③対象とするロープの長さ 

【ロープ長】
  103400(m)
【ロープ長の算定根拠】
  カキ養殖施設のロープ長（総延長）は、令和4年宮城県漁業共済組合の
共済保険「特定養殖共済条件算定書」（添付資料）に基づき施設数（ロー
プ長：m）の合計値を用いた。
【ロープ長の資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

④吸収係数

【水揚量】
  0(t)
【水揚量の算定根拠】
  カキ養殖施設に生育する海藻は水揚げの対象ではないため。
【水揚量に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【残置量】
  84.127339(t)
【残置量の算定根拠】
  ロープ延長に1m当たりのワカメ・小型褐藻類の質重量（2022年6月10日
調査結果）を乗じ算出。 本ロープに付着した海藻は水揚げされることな
く残置されることから、残存率①（生産される藻体に対する藻場内や藻場
外に退席する炭素の割合）のほか、P/B比（調査した現存料に対する第一
次生産量の比）と残存率②（海中に貯留される難分解性溶存有機炭素）の
計上が期待できる。
【残置量に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
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項目1 ④吸収係数

【含水率】
  90.43(%)
【含水率の算定根拠】
  藻体の湿重量と乾重量の計測結果から含水率を算出。
含水率（％）=[（湿重量-乾重量）/湿重量]×100
含水率に関する資料は、残置量に関する資料に同じ。
【含水率に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【P/B比】
  1.3
【P/B比の算定根拠】
  文献値 : 第3版 磯焼け対策ガイドライン。 水産庁(2021) P11
コラム2-2-2 表1ワカメの平均値(1.2~1.4)を参照。
【P/B比に関する資料】
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
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項目1 ④吸収係数

【炭素含有率】
  32.7(%)
【炭素含有率の算定根拠】
  文献値: 三陸沿岸の藻場における炭素吸収量把握の試み。村岡(2003)
P3 表2を参照。
【炭素含有率に関する資料】
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【残存率1】
  0.0472
【残存率1の算定根拠】
  文献値（「Krause-Jensen＆Duarte, 2016, Substantial role of
macroalgae in marine carbon sequestration, Nature
Geoscience」）を参照
【残存率1に関する資料】
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【残存率2】
  0.0279
【残存率2の算定根拠】
  文献値（「港湾空港技術研究所 未発表資料」）を参照
【残存率2に関する資料】
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【生態系全体への変換係数】
  1
【生態系全体への変換係数の算定根拠】
  文献値（「浅海域における年間二酸化炭素吸収量の全国推計」）を参照
【生態系全体への変換係数に関する資料】
  添付ファイルなし
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項目1

⑤吸収量算定方法

【計算に利用した式】
  式2-2

【算定結果（吸収量）】
  0.942(t-CO2)

⑥確実性の評価

【対象生態系面積等の評価】
  90%

  (ロープの長さ：103400(m)×評価：90%)

【吸収係数の評価】
  95%

  (吸収係数：0.00000911446×評価：95%)

⑦調査時に使用した
船舶の情報

【船舶の種類】 船外機船（11kW / 15PS 程度）
【台数】 1隻
【稼働時間】 1.00(h)
【出力】 60.00(kW)
【燃料の種類】 軽油
【CO2排出量】 0.032(t-CO2)
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項目1

⑧ベースラインの設定方法
妥当性とその量

【CO2吸収量】
  0(t-CO2)

  (入力値0)

【設定した根拠】
  カキ養殖施設に生育する海藻は水揚げの対象ではないため。
【資料】
  添付ファイルなし

⑨クレジット認証対象の
吸収量

0.773(t-CO2)
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項目2

①対象生態系面積の
算定方法

【生態系】海藻
【藻場】テングサ場
【構成種】その他

②クレジット認証対象期間 2022年04月01日～2023年03月31日

③対象とするロープの長さ 

【ロープ長】
  103400(m)
【ロープ長の算定根拠】
  カキ養殖施設のロープ長（総延長）は、令和4年宮城県漁業共済組合の
共済保険「特定養殖共済条件算定書」（添付資料）に基づき施設数（ロー
プ長：m）の合計値を用いた。
【ロープ長の資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

④吸収係数

【水揚量】
  0(t)
【水揚量の算定根拠】
  カキ養殖施設に生育する海藻は水揚げの対象ではないため。
【水揚量に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【残置量】
  187.277009(t)
【残置量の算定根拠】
  ロープ延長に1m当たりの紅藻類の質重量（2022年6月10日調査結果）を
乗じ算出。 本ロープに付着した海藻は水揚げされることなく残置される
ことから、残存率①（生産される藻体に対する藻場内や藻場外に退席する
炭素の割合）のほか、P/B比（調査した現存料に対する第一次生産量の比
）と残存率②（海中に貯留される難分解性溶存有機炭素）の計上が期待で
きる。
【残置量に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
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項目2 ④吸収係数

【含水率】
  85.07(%)
【含水率の算定根拠】
  藻体の湿重量と乾重量の計測結果から含水率を算出。
含水率（％）=[（湿重量-乾重量）/湿重量]×100
含水率に関する資料は、残置量に関する資料に同じ。
【含水率に関する資料】
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【P/B比】
  1.1
【P/B比の算定根拠】
  文献値: 三陸沿岸の藻場における炭素吸収量把握の試み。村岡(2003)
P3 表2を参照。
【P/B比に関する資料】
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
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項目2 ④吸収係数

【炭素含有率】
  39.4(%)
【炭素含有率の算定根拠】
  文献値: 三陸沿岸の藻場における炭素吸収量把握の試み。村岡(2003)
P3 表2を参照。
【炭素含有率に関する資料】
  添付ファイルなし

【残存率1】
  0.0472
【残存率1の算定根拠】
  文献値（「Krause-Jensen＆Duarte, 2016, Substantial role of
macroalgae in marine carbon sequestration, Nature
Geoscience」）を参照
【残存率1に関する資料】
  添付ファイルなし

【残存率2】
  0.0484
【残存率2の算定根拠】
  文献値（「港湾空港技術研究所 未発表資料」）を参照
【残存率2に関する資料】
  添付ファイルなし

【生態系全体への変換係数】
  1
【生態系全体への変換係数の算定根拠】
  文献値（「浅海域における年間二酸化炭素吸収量の全国推計」）を参照
【生態系全体への変換係数に関する資料】
  添付ファイルなし
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項目2

⑤吸収量算定方法

【計算に利用した式】
  式2-2

【算定結果（吸収量）】
  4.247(t-CO2)

⑥確実性の評価

【対象生態系面積等の評価】
  90%

  (ロープの長さ：103400(m)×評価：90%)

【吸収係数の評価】
  95%

  (吸収係数：0.0000410811×評価：95%)

⑦調査時に使用した
船舶の情報

船舶使用なし
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項目2

⑧ベースラインの設定方法
妥当性とその量

【CO2吸収量】
  0(t-CO2)

  (入力値0)

【設定した根拠】
  カキ養殖施設に生育する海藻は水揚げの対象ではないため。
【資料】
  添付ファイルなし

⑨クレジット認証対象の
吸収量

3.631(t-CO2)
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項目3

①対象生態系面積の
算定方法

【生態系】海藻
【藻場】緑藻型
【構成種】緑藻

②クレジット認証対象期間 2022年04月01日～2023年03月31日

③対象とするロープの長さ 

【ロープ長】
  103400(m)
【ロープ長の算定根拠】
  カキ養殖施設のロープ長（総延長）は、令和4年宮城県漁業共済組合の
共済保険「特定養殖共済条件算定書」（添付資料）に基づき施設数（ロー
プ長：m）の合計値を用いた。
【ロープ長の資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

④吸収係数

【水揚量】
  0(t)
【水揚量の算定根拠】
  カキ養殖施設に生育する海藻は水揚げの対象ではないため。
【水揚量に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【残置量】
  10.161716(t)
【残置量の算定根拠】
  ロープ延長に1m当たりの緑藻類の質重量（2022年6月10日調査結果）を
乗じ算出。 本ロープに付着した海藻は水揚げされることなく残置される
ことから、残存率①（生産される藻体に対する藻場内や藻場外に退席する
炭素の割合）のほか、P/B比（調査した現存料に対する第一次生産量の比
）と残存率②（海中に貯留される難分解性溶存有機炭素）の計上が期待で
きる。
【残置量に関する資料】
  カキ養殖筏図.pdf
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
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項目3 ④吸収係数

【含水率】
  83.01(%)
【含水率の算定根拠】
  藻体の湿重量と乾重量の計測結果から含水率を算出。
含水率（％）=[（湿重量-乾重量）/湿重量]×100
含水率に関する資料は、残置量に関する資料に同じ。
【含水率に関する資料】
  志津川湾カキ筏ロープ長、海藻重量データ241113ver.xlsx
  海藻重量計測_カキ養殖施設の海藻残置量241113ver.pdf
  

【P/B比】
  1
【P/B比の算定根拠】
  文献値: 三陸沿岸の藻場における炭素吸収量把握の試み。村岡(2003)
P3 表2を参照。
【P/B比に関する資料】
  添付ファイルなし

JBC00000098 2024年11月26日

15 / 19



項目3 ④吸収係数

【炭素含有率】
  29.5(%)
【炭素含有率の算定根拠】
  文献値: 三陸沿岸の藻場における炭素吸収量把握の試み。村岡(2003)
P3 表2を参照。
【炭素含有率に関する資料】
  添付ファイルなし

【残存率1】
  0.0472
【残存率1の算定根拠】
  文献値（「Krause-Jensen＆Duarte, 2016, Substantial role of
macroalgae in marine carbon sequestration, Nature
Geoscience」）を参照
【残存率1に関する資料】
  添付ファイルなし

【残存率2】
  0.0699
【残存率2の算定根拠】
  文献値（「港湾空港技術研究所 未発表資料」）を参照
【残存率2に関する資料】
  添付ファイルなし

【生態系全体への変換係数】
  1
【生態系全体への変換係数の算定根拠】
  文献値（「浅海域における年間二酸化炭素吸収量の全国推計」）を参照
【生態系全体への変換係数に関する資料】
  添付ファイルなし
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項目3

⑤吸収量算定方法

【計算に利用した式】
  式2-2

【算定結果（吸収量）】
  0.218(t-CO2)

⑥確実性の評価

【対象生態系面積等の評価】
  90%

  (ロープの長さ：103400(m)×評価：90%)

【吸収係数の評価】
  95%

  (吸収係数：0.0000021149×評価：95%)

⑦調査時に使用した
船舶の情報

船舶使用なし
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項目3

⑧ベースラインの設定方法
妥当性とその量

【CO2吸収量】
  0(t-CO2)

  (入力値0)

【設定した根拠】
  カキ養殖施設に生育する海藻は水揚げの対象ではないため。
【資料】
  添付ファイルなし

⑨クレジット認証対象の
吸収量

0.186(t-CO2)

JBC00000098 2024年11月26日

18 / 19



合計のクレジット認証対象の吸収量
4.5 t
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